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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念として、「堅実経営（注）」を掲げ、顧客、株主、取引先、地域社会・環境、社員のそれぞれのステークホルダーに対して、適法適
正で誠実な企業経営を行い、長年の信頼と期待に応える企業として発展していくことを目指しております。

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、上記の経営理念を体現し、適法かつ適正な業務遂行を前提に、企業価値の最大化と高い経
営品質を追求していくための効率的な企業経営が行われる体制を構築・維持し、これらステークホルダーと永続的に信頼を得られる関係を築くた
めの企業活動をグループ全体で推進していくことであると考えております。

このため、商取引が不公正、排他的にならないよう十分な注意と配慮を行い、違法な企業活動が発生しないよう、グループ全体で内部統制制度、
内部監査制度を運用しております。また、透明性のある適時適切な情報開示を行うための当社グループ内外とのコミュニケーションと情報収集・分
析を心がけております。

さらに、当社は設立の頃より育英会への寄付、生活保護家庭児童へのお祝い品の贈呈など、様々な福祉、地域社会への支援活動を実施してお
り、社会に対する貢献、感謝の気持ちを表しております。

（注）堅実経営とは、社会環境、経済環境に対して、常に安定性、成長性、収益性を持ち、信頼に対して貢献をもって応える経営をいいます。経営
が常に堅実であるために、日常に安住することなく、日々内外の情勢を見渡し、自ら問い、自ら改革し、常に環境に最適な経営を保つことを実践い
たします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４ 議決権の電子行使を可能とするための環境作り】 当社は、議決権電子行使プラットフォーム、招集通知の英訳については、

現状実施しておりません。今後の株主構成（当社株主における機関投資家や海外投資家の比率等）の推移をふまえ、適宜導入を検討いたしま
す。

【補充原則３－１－２ 英語での情報の開示・提供】 当社は、英語版の会社案内、事業紹介動画を作成しており、当社のホームページについても英

語化を進めております。今後は株主構成等を総合的に勘案した上で、英語版の決算短信、株主総会招集通知、決算説明資料、株主通信等の作
成を検討してまいります。

【補充原則４－10－１　任意の諮問委員会の設置】　当社は、経営陣幹部を含む取締役候補、監査役候補の指名については、経営会議、取締役
会の審議を経たうえで株主総会に議案を上程しております。取締役会には、独立社外取締役も出席し、客観的な立場から意見を述べるなど、取締
役会における独立社外取締役の関与・助言は適切に機能していると考えております。

報酬の決定については、取締役会から代表取締役社長へ一任した上で代表取締役社長が草案を起案し、役員報酬諮問会議（社外監査役を議長
とし、代表取締役社長、常務取締役および社外有識者の４名により構成）の答申を受けて、代表取締役社長が決定しております。

現在、当社は任意の役員報酬諮問会議を設置しておりますが、任意の役員指名諮問会議を設置しておりません。プロセスの透明性をより高める
などの観点から、任意の役員指名諮問会議の構成員、諮問事項などの詳細の検討を行い、今後、任意の役員指名諮問会議を設置する方向で対
応を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社では、コーポレートガバナンスコードの各原則の実施状況を、「コーポレートガバナンスに対する当社の取組み」として開示し、当社ホーム

ページに掲載しておりますので、ご参照ください。

≪http://watahan.co.jp/ir/governance.html≫

（以下、「コーポレートガバナンスに対する当社の取組み」の該当する項目）

【原則１－４政策保有株式】11

【原則１－７ 関連当事者間の取引】８

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】13

【原則３－１ 情報開示の充実】19、21、26

【補充原則４－１－１ 経営陣に対する委任の範囲】14

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準および資質】17

【補充原則４－11－１ 取締役会としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方】 15

【補充原則４－11－２ 役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】15

【補充原則４－11－３ 取締役の実効性についての分析・評価結果の概要】28

【補充原則４－14－２ 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】20

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】27



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

綿半グループ従業員持株会 920,600 9.33

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 671,100 6.80

野原 莞爾 416,468 4.22

株式会社八十二銀行 400,000 4.05

野村信託銀行株式会社（投信口） 359,600 3.64

元旦ビューティ工業株式会社 300,000 3.04

野原ホールディングス株式会社 291,300 2.95

野原 勇 261,788 2.65

株式会社ヤマウラ 250,000 2.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 217,500 2.20

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記【大株主の状況】は2018年9月30日現在の株主名簿に基づき記載しております。

※上記【大株主の状況】の割合は自己株式（48株）を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特記すべき事項はありません。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

熊谷 祐紀 弁護士

萩本 範文 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

熊谷 祐紀 ○ ―――

国内外における弁護士、上場企業の社外役員
を務めるなど、高い知見と豊富な経験を有して
おります。

同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与された経験はありません
が、豊富な知見と実務経験に基づいた助言、
提言を重要議案の審議や執行の監督に生かし
ていただくことにより、当社グループも企業価値
が向上すると判断し、独立役員に指定しており
ます。

萩本 範文 ○ ―――

精密機器メーカーの経営者として、企業経営、
事業戦略に関する豊富な知見と経験を有して
おります。

豊富な知見と実務経験に基づいた助言、提言
を重要議案の審議や執行の監督に活かして頂
くことにより、当社グループの企業価値が向上
すると判断し、独立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

― ― ― ― ― ― ― ―

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬諮問会議 4 0 2 0 1 1 その他

補足説明

当社は取締役会において役員報酬に関する内規を制定し、内規に沿った運用を行っております。

報酬の決定は取締役会から代表取締役社長へ一任した上で代表取締役社長が草案を起案し、役員報酬諮問会議（社外監査役を議長とし、代表
取締役社長、常務取締役および社外有識者の４名により構成）の答申を受けて、代表取締役社長が決定しております。



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人とは毎月１回会議を行っております。会計監査人から監査計画の説明を受け、また、四半期レビュー・内部統制監査・期末監
査の状況および結果報告を受け、監査上の課題・リスク対応・会計基準/適用指針について意見情報交換を行っております。この会議には内部監
査人が同席しております。また、社外監査役は必要に応じて出席しております。会議の場以外に何か疑問点や情報共有した方がよいことがある場
合には、随時面談ないし連絡を取り合っております。

監査役と内部監査人とは毎月１回の会議を設け、年度監査計画、内部監査、内部統制監査の状況について常に情報共有しております。

子会社監査役と会計監査人についても、四半期レビュー・内部統制監査・期末監査を通じて課題やリスク対応について情報共有しております。ま
た、毎月１回のグループ監査役会には社外監査役１名が出席し、子会社からの報告と意見情報交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

熊﨑 勝彦 弁護士

坂本 順子 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者
b

c

d

e

f

g

h

i

j

k

上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

上場会社の親会社の監査役

上場会社の兄弟会社の業務執行者

上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

熊﨑 勝彦 ○ ―――

東京地検特捜部長、最高検察庁公安部長等の
要職を歴任し、高い知見と豊富な経験を有して
おります。

同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与された経験はありません
が、当社の監査体制の強化・充実を図るため
には同氏の再任が適切と判断し、指定しており
ます。

坂本 順子 ○ ―――

教育現場を経験した弁護士として、高い知見と
豊富な経験を有しております。

同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与された経験はありません
が、当社の監査体制の強化・充実を図るため
に同氏の再任が適切と判断し、指定しておりま
す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役会において役員報酬に関する内規を制定し、内規に沿った運用を行っております。報酬体系の概要は、中長期的な業績と連動し、
株主との利益共有を図れる株式報酬を含む報酬体系であります。具体的には、常勤取締役は固定報酬と株式報酬による構成、事業会社社長を
兼務する取締役は固定報酬、変動報酬、株式報酬による構成となります。各監査役の報酬額は、会社の業績に影響を受けない定額報酬としてお
り、監査役の協議により決定します。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

　取締役及び監査役の報酬は、それぞれ総額で開示しております。 2018年３月期に係る報酬の総額については、当社の取締役に対する報酬は

234,135千円、監査役に対する報酬は42,000千円で、役員報酬の合計は276,135千円であります。上記の他、各子会社の代表取締役を兼任する当
社非常勤取締役４名に対し、各子会社より総額83,910千円の報酬等の支給があります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役の報酬については株主総会において報酬総額を決議し、個別の報酬については取締役会で代表取締役社長に一任する決議を

しております。取締役の報酬に対する方針と手続は、以下となります。

1.当社の取締役会は、中長期的な業績と連動し、株主との利益共有を図れる株式報酬を含む報酬体系を策定しており、当年度よりその運用を実
施しております。

2.代表取締役社長は、透明性確保の観点から、1で策定した報酬体系と任意の報酬諮問会議の答申を受けて、報酬を決定いたします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役は、事前に担当取締役から取締役会の議案について詳細な説明を受ける等、情報の共有、収集に努めております。また、取締役会

以外にも、適宜連絡を取り合い、意見交換する等、当社の持続的な成長と企業価値の向上に取り組んでおります。

また、当社の監査役会は、１名の常勤監査役と２名の非常勤監査役の合計３名で構成され、協議・検討の時間は十分に確保されております。常勤
監査役は、業務執行取締役とも社外監査役とも意見交換できる体制になっており、監査役会の実効性は高いものになっております。また、監査役
は、社外取締役が独立性に影響を受けることなく情報収集できるよう、必要に応じて社外取締役との情報共有を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会を設置しており、取締役会と監査役会により業務遂行の監督及び監視を行っております。経営上の重要な事項についての意思決
定を取締役会が行うとともに、業務執行の意思決定を経営会議で行っております。取締役による的確な意思決定と迅速な業務執行を行う一方、適
正な監督及び監視を可能とする経営体制を構築し、コーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう、その実効性を高める体制としております。

以下体制の概要について説明いたします。

（イ）取締役会

当社における取締役会は、グループ全体に関する経営方針・経営戦略等を決める経営の最高意思決定機関として原則年８回開催しております。
取締役総数は８名であります。取締役会は、代表取締役会長、代表取締役社長、専務取締役１名、常務取締役１名、常勤取締役１名の計５名の
他に、グループ会社の代表取締役社長１名及び当社の社外取締役２名の合計８名により構成しております。取締役会には、監査役３名が出席し
ております。

実効性のあるグループ運営を図るため、グループ各社の取締役会構成メンバーに当社業務執行取締役を加えることでグループ方針の理解・徹底
を図り、さらにグループ各社の状況、問題点を把握し、その検討や対策の立案・執行を適時に行っております。また、社外取締役２名が取締役会
の構成メンバーとして当社経営陣から独立した立場で経営に参画することで、企業統治体制を強化しております。

なお、当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

（ロ）経営会議

業務執行を決定する意思決定機関として経営会議があり、原則月２回の定例会議のほか、機動的に開催しております。

メンバーとしては、取締役のうち、代表取締役会長、代表取締役社長、専務取締役１名、常務取締役１名、常勤取締役１名の５名で構成しておりま
すが、議題・議案等の状況によってはグループ会社の代表取締役社長や社外取締役等も出席出来る体制となっております。経営会議では、取締
役会の議題・議案、その他の経営課題、また、グループの危機管理・組織・業務・財務・法令遵守等に関わる重要事項について検討を行っておりま
す。なお、経営会議には常勤監査役が出席しております。

（ハ）監査役会

当社は、監査役会設置会社形態を採用しております。監査役会は原則年８回開催し、３名の構成員の内２名が社外監査役であります。社外監査
役の２名は、当社との間には取引関係や特別な利害関係はありません。常勤監査役は、取締役会及び重要な会議に出席して取締役の職務執行
を監視するとともに、代表取締役とも毎月意見交換を行い、独立した視点から監査を行っております。

（ニ）会計監査人

当社の会計監査人は、太陽有限責任監査法人であり、当社及び当社グループは、会社法及び金融商品取引法の定めに基づき決算監査及び期
中監査を通じて決算に係る会計監査を受けております。会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題について随時相談・検討を
実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社はグループ全体に関する経営方針・経営戦略等については取締役会、業務執行については経営会議での議論を通じて、審議・決定を行って
おります。取締役は８名でうち２名が社外取締役、監査役につきましては３名のうち２名が社外監査役であり、それぞれの経験や知見による客観
的立場からの助言・指導を受けており、実効性・効率性のある意思決定がなされております。さらに、コーポレートガバナンスの実効性を確保する
ために、監査室の強化や、監査役および監査室と会計監査人の連携などによる内部統制システムを採用しております。以上の取組みにより、当
社のコーポレートガバナンスは十分に機能していると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使することができる
よう、 定時株主総会の招集通知を開催日３週間前までに発送するとともに、株主総会招

集に係る取締役会決議から招集通知を発送するまでの間に当社のホームページにて公
表しております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社では、適正な財務報告と監査に要する十分な時間確保の観点から決算日程を設定
した上で、株主総会の開催日が集中日と予測される日と重なることがないよう配慮してお
ります。

その他
当社ホームページ、http://www.watahan.co.jp/ir/にて、株主総会開催日及び場所を掲示
しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社は、ディスクロージャーポリシーを作成し、ＩＲサイトにおいて公表しており

ます。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 定期的に個人投資家向け説明会を実施しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的にアナリスト・機関投資家向け説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内IRページにおいて、決算情報、決算情報以外の適時開示
資料、有価証券報告書、四半期報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報室が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループは経営理念において、ステークホルダー（「顧客」、「株主」、「取引先」、「環
境・地域社会」、「社員」）に対する基本姿勢を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は設立の頃より育英会への寄付、生活保護家庭児童へのお祝い品の贈呈など、様々
な福祉、地域社会への支援活動を実施しており、社会に対する貢献、感謝の気持ちを表し
ております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

適時開示規程において、当社は株主・投資家の皆様を始めあらゆるステークホルダーの当
社に対する理解を推進し、その適正な評価のために、当社に関する重要情報の適時・適切
な開示を行う旨定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

綿半グループは、経営理念である「堅実経営」を具現化するため、会社法及び会社法施行規則等に従い「取締役の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制」並びに「綿半グループの業務の適正を確保するために必要な体制」を整備、維持するとともに、内部統制シ
ステムを適宜見直し、継続的に改善を行い、適正かつ効率的な体制の確立に努めます。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）綿半ホールディングス株式会社（以下、当社といいます）は、「取締役会規程」に基づき取締役会を原則として年８回開催するほか、必要に応じ
て随時開催しております。

（２）取締役は、取締役会を通じて、他の取締役の業務執行の監督を行っております。

（３）重要な財産の処分及び譲受、多額の借入れ及び債務保証等の重要な業務執行については、「取締役会規程」において取締役会に付議すべ
き事項を具体的に定め、それら付議事項を取締役会で審議の上、適切に決定しております。

（４）当社は監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じ、取締
役の職務執行の監査を行っております。

（５）財務報告に係る内部統制については監査室を事務局として、基本方針及び全社計画の策定並びに進捗管理を行っております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録及び事業運営上に関する決裁書類など取締役の業務執行に必要な文書については、
法令、定款及び規程に従い作成し、適切に保存、管理しております。

（２）経営及び業務執行に係る重要な情報、決定事項、社内通達等は、所管部署で作成し、適切に保存、管理しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）取締役会規程、経営会議規程、グループ会社管理規程により、当社の取締役会、経営会議の決裁事項を定めております。また、各グループ
会社の取締役会規程により、各グループ会社の決裁事項を定めております。

（２）取締役会、経営会議、その他の重要な会議にて、業務執行取締役及び経営幹部から、業務執行に係る重要な情報の報告が定期的になされ
ております。

（３）リスク管理及びコンプライアンスへの対応については、「リスク・コンプライアンス規程」を制定するとともに、リスク・コンプライアンス委員会にお
いてリスク管理及びコンプライアンスに対する体制、方針の決定、リスクの把握と対応の審議を行いリスクの監視、コンプライアンスの維持に努め
るなど、グループ全体のリスク管理、コンプライアンスを統括しております。

（４）事業の継続が脅かされる緊急事態で特に地震等の自然災害については、発生時から復旧に向けての対策を織り込んだ「事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）」を綿半グループ各社で策定しております。

（５）情報セキュリティに関するリスクへの対応については「グループ情報システム規程」や「情報システム管理マニュアル」等を制定するとともに、Ｉ
Ｔ情報共有ミーティングにおいて、情報セキュリティに対する体制、方針の決定を行う等、グループ全体の情報セキュリティについて統括しておりま
す。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社及び綿半グループの経営、業務運営に関する重要な事項を審議、決議することを目的として経営会議を設置しており、特に重要なものに
ついては、取締役会に上程または報告しております。

（２）取締役会に上程される事項は原則として経営会議で事前審議されることから、経営会議に出席している業務執行取締役及び常勤監査役は議
案内容を充分理解したうえで取締役会に出席しております。また、社外取締役、社外監査役について取締役会開催前に十分かつ適切な情報が事
前提供されるよう、議案内容について担当取締役、常勤監査役から事前説明を行う等、取締役会において適切な意思決定がなされるよう対応して
おります。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）「行動規範」を定め、全従業員に周知させるとともに、法令と社会規範遵守についての教育、啓蒙活動を実施しております。

（２）「リスク・コンプライアンス委員会」において、コンプライアンスに関する体制、方針の決定、グループ全体の法令遵守の状況を監視し、コンプラ
イアンスの推進を図っております。

（３）「内部通報制度」を導入し、グループで働くすべての人が利用できる通報窓口を社内に複数設置しているほか、弁護士事務所に社外窓口を設
置し、法令等違反行為の防止を図っております。

（４）内部監査部門である「監査室」が、各部署における業務執行が法令、定款に適合しているか否かの監査を実施しております。

６．当社及び各グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）綿半グループは「持株会社」制を採用しており、当社の取締役が、取締役会及び経営会議を通じてグループ全体の重要事項の決定及び各グ
ループ会社の業務執行の監督を行っております。

（２）当社の取締役会の構成メンバーには、各グループ会社の社長が含まれており、取締役会において各グループ会社の業務執行状況や経営課
題の対応等を確認しております。

また、当社の経営会議へ各社社長が必要に応じて出席しており、重要な決定事項、報告事項が伝達されております。

（３）当社は、取締役会を原則として年８回、経営会議を原則として月２回開催しており、各グループ会社に対し、グループ経営上の重要な事項や
業務執行状況を「グループ会社管理規程」に基づき、適切に付議、報告させております。また、取締役会において、グループ経営上の重要な事項
や業務執行状況について情報の共有を図っております。

（４）当社は、各グループ会社における職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する基準を定め、子会社にこれに準拠した
体制を構築させております。

（５）「行動規範」、「リスク・コンプライアンス規程」等の諸規程、当社取締役会等によるモニタリング、リスク管理その他事業運営に関わる主な活動
は、各グループ会社に適用範囲が及んでおります。

（６）当社監査室は、事業会社の内部監査人を集約し、効率的に監査資源を運営し、各グループ会社の内部監査業務、内部統制評価業務及び内
部統制事務局業務を執り行っております。

（７）当社監査室は、一部の事業会社へ監査役を派遣して、監査業務を実施しております。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

（１）監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合はこれを配置いたします。



８． 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役より監査業務の補助の命令を受けた使用人に対する指揮命令権は監査役にあり、その業務に関して取締役は指揮命令権を有しません。

９． 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、当社及び各グループ会社の取締役及び使用人が職務執行に関する重要な事

項について監査役に報告する等、以下の取り組みを行っております。
（１） 取締役等から職務執行等の状況について以下の項目について報告しております。

1 経営会議及び取締役会で決議された事項

2 法令、定款等に違反するおそれのある事項

3 会社に著しい損害を及ぼした事項及び及ぼすおそれのある事項

4 内部監査の状況及び財務報告に係る内部統制評価の結果

5 グループホットラインへの通報の状況

6 上記以外のコンプライアンス上重要な事項

（２） 監査役の求めに応じ、代表取締役、会計監査人、監査室等は、それぞれ定期的又は随時に監査役と意見交換を実施しております。

（３）前各号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を綿半グループの役職員に周知
徹底しております。

１０．監査役の職務執行について生ずる費用等の処理方針

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法３８８条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の
上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理
いたします。

１１． その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、取締役及び重要な使用人からヒアリングを実施し、代表取締役、監査室及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を実施でき
る体制になっております。

（２）グループ監査体制を実効的に行うために、当社の監査役が、内部監査人と定期的に意見交換を実施しております。

１２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

（１）当社グル－プは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、いかなる取引も行いません。

（２）当社グル－プは、反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、直ちに警察、弁護士等外部専門機関との連携をとり、組織的に対応し
ます。

１３．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グル－プは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報 告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システ

ムの運用を行います。また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、「内部統制システム構築の基本方針」においてコンプライアンス重視の姿勢を表明し、そのひとつとして反社会的勢力との絶縁を
掲げています。反社会的勢力に対しては、経営トップが徹底して排除する旨の決別宣言を社内外で明言することで、全社員に浸透させておりま
す。また、相手が執拗に要求し、威嚇するなど個人的な責任を追及してきた場合には、苦し紛れに不当な要求を呑んでしまうことがあります。こうし
たことがあり得ることを前提にして、現場の対応に任せるのではなく組織的な対応を行うことにしております。

当社には、リスク・コンプライアンス委員会が設置されております。グループ各社にはリスク・コンプライアンス責任者（各社社長）およびリスク・コン
プライアンス担当者（管理部門長）等が設置され、グループ全体のコンプライアンスの充実、浸透を図っており、情報が経営トップにつながるととも
に、組織一体となった対応策を実施する体制となっております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



1. 決定事実に関する情報
決定苓実に関する憐報については、 以下のフロ ーのとおり 、 憐報収菜・分祈・朋示を行う。

HD各部門 各グループ会社

粟恣菩・韮要惜報祁告 亘要惜報報告菩
菩（ワー クフロ ー） （ワ ー クフロ ー）

情報取扱実務責任者

重要惜報報告苦
（ワ ー クフロ ー）

情報取扱賣任者

・情報取扱責任者は、 垂要情報報告に基づき 、 適時OO示の要否を判断する。

・阻示要と判断した場合は、 決溺機関に報告を行う 。

．惜報取扱安任者から報告された案件について 、 適時開示の必要性を
審瀦する．

・ 適時閉示の必要性があると決漆された場合は、 広報杢に開示準備を
行うように指示する。

決海・指示

広報室

・広報室は開示情報を作成し 、 公表 ・ 届出前に適時開示蛮仕者の
確認を受ける。

公表



2. 発生事実に関する情報
発生吝実に関する情報については、 以下のフロ ーのとおり 、 情報収葉・分析・1l11示を行う。

HD各部門 各グループ会社

•発生要実に該当する李項が発生した場合は 、 遅滞な< r韮要惜報棘告菩」を
作成して 、 惜報取扱実務貢任者に雑告する，

稟諾菩・重要悟報報告菩
（ワークフロ ー）

情報取扱実務責任者

重要惜報報告君
（ワ ークフロ ー）

情報取扱賣任者

．惜報取扱貢任者は、 垂要情報報告に基づき 、 適時開示の要否を判断する。

・開示要と判断した場合は、 広報室に開示準備を行うよう指示する。

指示

広報室

・広報室は迅速に開示惜祁を作成し 、 公表・届出前に適時開示百任者の承認
を受ける。

・公表後、 経営会溺ならびに取締役会に宰後栂告をする。

公表






